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1.計画策定の趣旨
■計画の趣旨

佐世保市では、子どもを安心して産み、楽しく育て、子どもが健やかに成長できる環境づくりを進めながら、心豊かな人を育むまちを目指

すため、子ども・子育て分野のマスタープランである「第2期新させぼっ子未来プラン」を策定し、各種施策・事業を展開していますが、当該

プランの終期が令和6年度であることから、令和7年度を始期とする次期プランの策定が必要となっています。

少子化の問題や核家族化の進行、女性の社会進出に伴う共働き家族の増加等に見られるライフスタイルの多様化など、子どもや子育てを

取り巻く環境が大きく変化している状況を踏まえ、子ども・子育ての分野において、佐世保市としてどのような方向性や考えをもって対応

していくのかを明示する必要があることから、次期計画に関しては、子どもや子育てに係る実態を改めて把握するとともに、様々な市民

ニーズ等を国や長崎県、関係機関等の動向を踏まえて各種施設・事業に反映させながら、計画的に推進することを意図し策定するものです。

第７次佐世保市総合計画（後期基本計画）

次期「させぼっ子未来プラン」（案）

※整合を図る計画
地域福祉計画、老人福祉計画、介護保険事業計画、障がい者プラン、
障がい福祉計画・障がい児福祉計画、けんこうシップさせぼ21 等

次世代育成支援佐世保市行動計画
次世代育成支援対策法に基づく市町村行動計画

佐世保市子ども・子育て支援事業計画
子ども・子育て支援法に基づく市町村事業計画

こども基本法に基づく
市町村こども計画（※こども大綱を勘案）

位置付けるもの

内容を含むもの

● 母子及び父子並びに寡婦福祉法に基づくひとり親家庭等
自立促進計画

● 子どもの貧困対策の推進に関する法律に基づく市町村計画

● 子ども・若者育成支援法に基づく市町村行動計画

本計画は、本市のまちづくりの指針である

「佐世保市総合計画」を上位計画とし、「佐

世保市地域 福祉計画」などの関連する政

策分野の計画と整合を図りながら、本市

における子どもと子育てに関する施策を

総合的に推進するための計画とします。

また、本計画は次世代育成支援対策推進

法に基づく市町村行動計画と子ども・子

育て支援法に基づく市町村事業計画及び、

こども基本法に基づく、こども大綱を勘案

した市町村こども計画を一体化した計画

として位置づけます。

２.計画の位置づけ

１ 計画策定に係る基本的な考え方



法律名
計画
策定

現行プランの記載・位置
づけ

次世代育成支援
対策推進法

義務

第4章
【施策の目標・KPI】 施策１

乳幼児健康診査受診率

乳幼児福祉医療費受給資格の認定率

施策２ 地域子ども・子育て支援事業の平均利用回数

施策３
保育所等待機児童数

幼児教育・保育の量の確保率

子ども・子育て
支援法

義務

第4章
【取組の目標】
第5章
子ども・子育て支援事

業計画 施策１

利用者支援事業（設置箇所数）

妊婦健康診査（受診人数／延べ受診回数）

乳児家庭全戸訪問事業（対象者数）

養育支援訪問事業（延べ訪問世帯数）

子育て短期支援事業（延べ利用者数）

施策２

地域子育て支援拠点事業（月あたり延べ利用人数）

ファミリーサポートセンター事業（延べ利用者数）

放課後児童健全育成事業（利用実人数）

施策３

延長保育事業（時間外保育）（利用実人数）

一時預かり事業（幼稚園在園児）（延べ利用実人数）

病児保育事業（延べ利用人数）

母子及び父子並
びに寡婦福祉法

努力
義務

※内容を包含するものと
して
第4章
「１母子保健の推進と安
心な育児環境の充実」
２母子への切れ目ない支
援と育児不安の軽減
⑥ひとり親家庭等の自立
促進（佐世保市ひとり親
家庭等自立促進計画）

※支援項目として記載
《生活支援》
【保育所への優先的入所】
【病児保育】
【子育て支援短期事業】
《経済的支援》
【児童扶養手当の支給】
【母子・父子及び寡婦福祉医療費助成】
【母子父子寡婦福祉資金貸付金】
【保育料等の軽減】
《就業支援》
【各種就労支援】
《相談体制の充実》
【相談員・支援員による相談】

子どもの貧困対
策の推進に関す
る法律

努力
義務

※内容を包含するものと
して
第3章
「４包括的重点プロジェ
クト」
３プロジェクトの内容
②子どもの貧困対策プロ
ジェクト

※主な取組として記載
《施策１》
●子どもに対する相談支援
●ひとり親家庭等の自立促進
●児童手当・児童扶養手当制度の適切な実施
●福祉医療制度の運用
《施策２》
●新・放課後子ども総合プランに係る取組の推進
●施設の利活用による地域での子どもの居場所づくり
《施策３》
●幼児教育・保育環境の充実
●幼児教育・保育の質の向上

１ 計画策定に係る基本的な考え方
３.関連法令等との関係性
■現行プラン

法律名
個別計画
策定

市町村こども計画に盛り込むべき内容（案）

市
町
村
こ
ど
も
計
画

こども基本法 努力義務

○子ども・若者育成支援推進法第８条第２項各号に掲げる
事項（義務）

○子どもの貧困対策の推進に関する法律第８条第２項各号に
掲げる事項（義務）

○少子化対策基本法第７条第１項に規定する総合的かつ
長期的な少子化に対処するための施策（義務）

○その他、各法令に基づく計画（努力義務）
次世代育成支援
対策推進法

義務
○施策の目標・ＫＰＩ
○施策毎具体的な取組内容及び実施時期（現行プランＰ22～48）

子ども・子育て
支援法

義務

○教育・保育提供区域の設定（現行プランＰ50）
⇒地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、教育・
保育を提供するための施設の整備の状況その他の条件を
総合的に勘案して定める区域を設定する

○教育・保育提供区域における各年度の教育・保育の量の
見込及び提供体制の確保並びに実施時期（現行プランＰ50～53）

○各年度の地域子ども・子育て支援事業の量の見込み及び提
供体制の確保並びにその実施時期（現行プランＰ54～64）
○確保方策（体制）の内容（現行プランＰ65）

母子及び父子並
びに寡婦福祉法

努力義務

支援・取り組み内容（現行プランＰ37～38）
・生活支援 ・経済的支援 ・就業支援 ・相談体制の充実
【参考：他都市の状況】
支援・取組内容（カテゴリー別）
（1）相談体制及び情報発信の充実 （2）就業支援
(3）子育て・生活支援 (4）経済的支援・養育費の確保
（5）子どもへの支援

子どもの貧困対
策の推進に関す
る法律

努力義務

【参考：他都市の状況】
（1）施策の推進における子ども（家庭）の課題
（2）取り組みのポイント （3）具体的な取り組み
（4）参考指標
（成果指標・活動指標・子どもの状況を把握するための指標）

子ども・若者育
成支援推進法

努力義務

【参考：他都市の状況】
○施策体系
⇒ライフステージに応じた子ども・若者の支援に関する内容
①妊娠・出産～乳幼児期 ②乳幼児期～学童期 ③学童期

～思春期 ④思春期～青年期
⑤ライフステージ全般

○児童虐待対策、少年非行対策、社会的養育の推進
○困難を有する若者への支援
○障害のある子どもへの支援
※それぞれ概念・方向性・主な取組内容

少子化対策基本
法

計画策定
に関する
規定なし

市町村行動計画と内容が重複する部分があるものと推察

■次期プラン（案）

新項目新項目

３



分野 政策 施策 

ひ 

と 

子ども未来政策 
① 母子保健の推進   ② 地域での子育て支援 

③ 幼児教育・保育の充実  ④ 経済的支援の推進 

教育政策 
① 学校教育の充実   ② 豊かな心を育むまちづくり 

③ 生涯学習の充実 

し
ご
と 

経済政策 

① 観光の振興   ② 地場企業の振興 

③ 企業立地の推進   ④ ふるさと納税制度の推進 

⑤ 競輪事業収益の確保 

農林水産政策 ① 農林業の振興   ② 水産業の振興 

ま 

ち 

都市政策 
① 持続可能な都市形成と拠点の再生 ② 安全で快適な住環境の確保 

③ 公園の適切な管理・運営 

上下水道政策 ① 水の安定供給の推進  ② 公共下水道の普及と安定処理 

土木政策 
① 市内の円滑な循環を阻害する渋滞箇所等の改善 

② 土木施設の安全・機能確保 

環境政策 
① カーボンニュートラルの推進  ② 環境保全活動の推進 

③ ごみの減量化と適正処理の促進 

港湾政策 ① 人流と物流を支えるみなとづくり 

基地政策 ① 基地との共存共生の推進 

く
ら
し 

市民生活政策 
① 地域コミュニティの活性化の推進 ② 安全安心施策の推進 

③ 人権尊重と男女共同参画社会の推進 

保健福祉政策 

① 健康づくりの推進   ② 質の高い地域医療体制の確保・充実 

③ 高齢者になっても健康で自立した生活ができる環境づくり 

④ 障がい者の自立と社会参加の環境づくり 

⑤ 健康を守る安全な生活環境づくり ⑥ 国民健康保険事業等の適切な実施 

⑦ 生活保護の適正な実施と自立促進 

文化スポーツ政策 ① 文化振興・国際交流の推進  ② スポーツの充実 

消防政策 
① 火災や自然災害対策の推進  ② 救急・救助の高度化 

③ 火災予防対策の推進 

防災危機管理政策 ① 災害や緊急事態に対応できる体制の充実強化 

行
政
経
営 

経営１ 的確な分析による戦略的な行政経営の推進 

経営２ 市民の視点に立った行政基盤の整備 

経営３ 健全で持続可能な財政運営の推進 

経営４ 効果的で効率的な行政運営の推進 

経営５ 魅力あふれる持続可能な地域づくり 
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１ 計画策定に係る基本的な考え方

総合計画政策・施策体系

４.第7次佐世保市総合計画（後期基本計画）（令和6年度～9年度）における子ども未来政策の位置づけ

◆施策の方向性

●妊娠・出産等に関する知識の普及

●母子への切れ目ない支援と育児不安の軽減

●子どもの療育と発達支援

【施策１】母子保健の推進

◆施策の方向性
●地域における子育て支援の充実

●地域における子どもの健全育成

【施策２】地域での子育て支援

◆施策の方向性
●幼児教育・保育における量の確保と質の向上

●幼児教育・保育における多様な事業・サービスの展開

【施策３】幼児教育・保育の充実

政策を支える包括的な事務事業群

◆施策の方向性 ●経済的支援の推進

【施策4】経済的支援の推進

次期プランの施策体系

総合計画・子ども未来政策の施策体系



１ 計画策定に係る基本的な考え方

佐世保市附属機関

佐世保市子ども・子育て会議 市民参画

【構成委員】

●学識経験者 ●医療関係者 ●保育関係者

●子育て支援団体 ●小学校 ●企業関係

●労働者関係 ●関係団体 ●子育て当事者

●市民公募 ●こども・若者

【各種調査等】
●子ども・子育て支援事業計画策定に係るアンケート調査
●小・中学生及びその保護者に対するアンケート調査
●子育て支援団体等に対するインタビュー
●若者を対象にしたグループインタビュー 等
●パブリックコメント

行政（子ども未来部【事務局】）

諮

問

実

施

答

申

意

見反 映

２ 計画策定体制

５.計画を構成する主な要素

次期プラン

０歳～5歳児保護者
ニーズ調査

小・中学生及び
保護者アンケート

子育て支援団体
子ども・若者へのインタビュー

子ども・子育て会議
審議における意見等

国・県の動向に伴う
新たな取組等

第2期プランから継承した取組
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継続すべき定点観測テーマ（「子ども未来政策」の進捗把握 及び 「国の子ども関連施策」を踏まえた設問)

「子ども・子育て実態ニーズ調査」

こども基本法（こども等の意見の反映）の趣旨を踏まえた調査

小学生・中学生から直接、幸福度や
ヤングケアラーの実態などを調査

小中学生及び保護者を
対象としたアンケート調査

長崎県が実施する関連調査の活用

佐世保市内
0 歳から 5 歳の
子どもの保護者
発送対象：2,990名

佐世保市内
・小学２～６年生 中学生１～３年生
・小学生及び中学生の保護者

佐世保市内
・市内企業で働く20～30代の若者（７名）
・障がいを持った方（若干名）

長崎県内
公立の小５、中２の
子どもと保護者（サンプル）

長崎県内
小～中学生・高校生

・既婚者・未婚者・子育て中の若者世代
・障がいを持った方（現在検討中）
を対象としたインタビュー

若者・子育て世代対象の
定性調査

長崎県内の子どもが置か
れている生活実態を把握
するための調査

子どもの生活に
関する実態調査

子どもたちから直接、学校生
活や教育に関する意見を聴
くことで教育ニーズを把握

学校・教育に関する
子どもアンケート

３ 調査計画の全体像

子どもと日常的な接点が
ある子育て支援団体等
への調査（現在検討中）

佐世保市内
・障がい児の保護者（若干名）
・子ども食堂関係者（若干名）

・障がい時の保護者
・子ども食堂に関わる方
を対象としたインタビュー

国のガイドラインに基づく定点観測（継続した取組）

新たな取組 新たな取組前回から継続した取組
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